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はじめに

EUのRoHS規制等を背景として、日本でも、製
品中の有害物質に起因する環境負荷の低減に
ついて、検討が行われた。

「製品中の有害物質に起因する環境負荷の低
減方策に関する調査検討報告書」(環境
省,2005)
その結果、産業廃棄物中の有害物質情報や、
一部家電製品中の有害物質情報について、情
報伝達のしくみが作られた。

製品のライフサイクルの各段階と有害
物質情報の流れ（家電製品の例）(2004)
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図1.2.1 製品のライフサイクルの各段階における関連法令等と有害物質情報の流れ
（現状；一般消費者が家電製品を廃棄する場合）（環境省,2005）
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再生利用

製品製造者から廃棄物処
理業者に適切・正確な情報
が受け渡されず、事故およ
び不適正処理を引き起こし
ている

再生資源への有害物質の
混入制御が容易でない

従来の廃掃法の委託基準
では不十分

製品中の有害物質情報が
受け渡されない
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製品中の有害物質情報が
伝わらず、高度なリサイク
ルや適正処理に支障が生
じる。

「商品環境情報提供システ
ム」はWEBベース

製品のライフサイクルの各段階と有害
物質情報の流れ（家電製品の例）(対策)
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図3.4.1製品のライフサイクルの各段階における関連法令等と有害物質情報の流れ
（当面の対策実施後；一般消費者が家電製品を廃棄する場合）（環境省,2005）

WDS

WDS WDS

J-MOSS等
J-MOSS等

J-MOSS等 J-MOSS等

WDS WDS

ただし、J-MOSSの対象は一部の家電製品のみ
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はじめに

一方、家庭系有害ごみ・危険ごみについては、
対応が遅れている現状がある。

そこでここでは、情報の偏在という視点から、こ
れらの問題・動きを整理するとともに、家庭系有
害廃棄物へのＥＰＲの適用について考察する。
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本報告の概要

① 有害産業廃棄物における情報の偏在問題と、ＷＤＳに
よるその解消方法について整理する

② 家庭系有害廃棄物における情報の偏在問題について、
産廃との類似点と差異を整理し、家庭系有害廃棄物問
題の解消に必要な条件を検討する

③ 生産者が回収・処理に対して一定の責任を負うことが
望ましいと考えられる根拠を整理する
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産業廃棄物の流れにおける情報の偏在
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有害産業廃棄物の制御上の課題

原材料供
給者Ａ
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・中身の有害物質
情報が伝わらない
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報が伝わらない
・適正分別のコストを回避す
るために、ずさんな分別
＝処理時の事故リスク
・環境負荷の増大
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ＷＤＳによる情報の伝達
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MSDSとの接続

処理困難情報（FORMAT)
＆委託基準

FORMATへの記入
＆適正分別

12

一般廃棄物の流れにおける情報の偏在
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家庭系有害廃棄物の制御上の課題

生産者Ａ

消費者 自治体

生産者Ｂ

一廃

・中身の有害物質
情報が伝わらない
・購入時点で、廃
棄料金・方法をイ
メージせずに選択
＝需要のゆがみ

・適正な廃棄方法を知らずにご
みに混入
・適正処理のコストを回避するた
めに、自治体ごみに混入
・適正処理困難な廃棄物の流入
＝処理時の事故リスク
・環境負荷の増大、コスト増
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産廃と一廃の相違点

直接の契約関係の有無に違い。説明の機会に違い。

上流から入るものについての専門性が異なる。そのた
め、説明可能性や対応可能性に差異がある。

排出者数が多い

→一廃では、情報の伝達に基づく分別等の徹底はより
困難

ロット別に処理を変えることが可能かどうかという点で、
特に特管産廃と一廃では対応可能性が異なる。

自治体自身による適正処理は困難

→品目別の専用ルートを確立して、専門業者が処理を
しなければ、適正処理は困難。
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家庭系有害廃棄物の情報の伝達
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製品への情報添付
＆購入時点での説明

処理困難情報
（無料回収／デポジット制の確立）

適正分別
＝中身情報
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生産者責任による無料回収：論点

適正処理が困難な有害製品を、生産・販売・消費するこ

とで便益を受けているのであるから、そのために発生す

る費用を負担するのが公正ではないか。

適正処理が困難な有害製品を、困難でない製品に変え

ることができるのは生産者である。問題解決能力を持つ

ものが責任を持つことが必要ではないか

有害重金属の使用量削減、安全な噴射システムの採

用等
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生産者責任による無料回収：論点

消費者の排出時負担は不法投棄・不適正排出へのイ
ンセンティブとなり、有害廃棄物の特性から、特に好ま
しくないのではないか

租税負担には、以下のような問題があるのではない
か

① 環境配慮設計のインセンティブにならない

有害性をなくすのが第一に優先すべきこと

② 過剰に生産・消費される

適正処理の費用を支払っていないため、安くなる

③ 費用負担が公正でない

有害製品を使わない人が、使う人の処理費用の一部

を負担することになる


